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はじめに

　中国の開放政策 ・市場経済化への進展は，対外的には外資導入政策の拡大として示されている 。

開放政策の象徴的な政策は，深釧，度門，珠海，汕頭に導入された経済特区であり ，上海の浦東

開発であろう 。市場経済化への方向は，こうした地域開発政策と並んで国際競争力を有する産業

育成も進行した。国家による新規産業育成は外国からの技術導入による産業 ・企業の創設，既存

企業の再編などである。そのなかで中国政府は，最も重要な産業政策として自動車産業の育成策

を提起した。それは従来の「国産車」製造から外国技術あるいは外資を導入した新しい自動車産

業の育成である。かつて中国の白動車製造は，旧ソ連からの技術導入あるいは北欧からの技術導

人によっ て生産体制が維持されてきた。中国製の自動車は「紅旗」「上海」などのブランド名で

１９９１年まで生産してきた。しかしこれらの自動車は，性能，デザイン，燃費効率，安全性，価格

などすべての側面で先進国自動車産業の製品に比べて劣っていた。そこで中国政府は，産業育成 ，

国有企業改革，新規交通体系の整備などの課題を掲げて中国自動車産業の育成を提起したのであ

った。それは１９８０年代から開始された外資導入政策でもあ った。上海で生産されているフォルク

スバーゲン社との合弁企業「上海大衆汽車有限公司」は，「サンタナ」のブランドで自動車生産

を行っている。このサンタナは，いまや中国国内最大の乗用自動車企業にまで成長している 。上

海大衆汽車の成功は，外国自動車企業の中国国内市場への進出を加速化しているような現象も示

している 。

　そこで本稿では，中国自動車産業とりわけ外資系企業，上海大衆汽車有限公司，天津ミニカー

公司および北京吉普有隈公司の特徴を導き出す中で，中国自動車産業育成策のもつ意義を明らか

にする。同時に中国における自動車産業育成策，外資依存政策に関する課題を指摘し，発展途上

国における多国籍企業進出に伴う問題点を明らかにする 。
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２． 中国自動車産業の発展過程

　中国政府は，国有企業の改革とあいまっ て早期に自動車産業の展開を必要とする政策を提起し

た。 それは先進国ではすでに経験済みのモーターリーゼーシ ョン化の波が中国においても近い将

来到来する，そのための生産の基礎を形成する必要があ ったからである。また生産の増大，流通

の増大そして消費の拡大に対応するためには，交通網の整備，交通手段の確立の必要性があ った 。

とりわけ都市における交通体系の未整備は，人口移動あるいは労働力配置の有効利用を困難にさ

せていた。中国政府はそのなかで鉄道網の整備，地下鉄などの公共交通機関の整備などの必要性

を認めていたが，それよりも短期問に，費用負担が小さく ，さらに国内産業の拡大，競争力増大

を可能にさせる自動産業の育成を政策課題に掲げるということになっ た。 おりから１９７９年の市場

開放政策は，いわゆる三資企業（合弁，合作，独資）の優遇，積極的導入となっ ていっ た。 こうし

た中国政府の思惑とは異なっ て先進国自動車企業は，中国市場への期待度はそれほど大きいもの

ではなかったのである。先進国自動車企業は，国内市場での占有体制 ・市場の確保と市場規模の

大きい国 ・地域への進出が主要な課題であ った。アメリカ自動車企業は，ヨーロッパ，カナダヘ

の進出であり ，ヨーロッパ自動車企業は，ＥＣ域内への進出，そして日本の自動車企業はようや

く１９８０年代のはじめにアメリカヘの進出がおこなわれるという状況であ った。したがって中国政

府の外国自動車企業の誘致政策は，先進国自動車企業の海外戦略とは必ずしも一致していなか っ

たのである 。

　中国の外資導入政策における自動車産業の位置づけは，政府主導で行われてきた。１９９２年まで

の外資導入は，１２カ国３地域から５．５億ドルを導入している。この問外資系企業は，自動車の完

成車製造５社，改装車関係９社，オートバイ製造５社，総合部品６社，部品８９社が中国に進出し
１）

た。 こうした外資導入政策の結果は，今日中国の自動車生産を飛躍的に拡大する契機となっ たの

第１表中国自動車生産量の推移 （単位）台

年度 生産量合計 トラクター ジープ （内小型ジープ） ノざ　ス 乗用車 シャーシー

１９６０ ２２ ，５７４ １７ ，１４８ １， １８２ ５６９ ９８ ４， １４６

１９６５ ４０ ，５４２ ２６ ，５３８ ２， ３０８ ３７８ １３３ １１ ，５１６

１９７０ ８７ ，１６６ ４７ ，１０１ １９ ，６２１ ８， ８５３ １９６ １８ ，５８５

１９７５ １３９ ，８００ ７７ ，６０６ ３０ ，７９１ １９ ，４９１ １， ８１９ ２７ ，４９７

１９８０ ２２２ ，２８８ １３５ ，５３２ ２４ ，３５５ ２０ ，３８２ ５， ４１８ ４８ ，３２１

１９８５ ４４３ ，３７７ ２３６ ，９３４ ２５ ，１７３ ２０ ，７４７ １１ ，８９７ ５， ２０７ １１４ ，０６９

１９９０ ５０９ ，２４２ ２１８ ，８６３ ４４ ，７１９ ４４ ，３４８ ２３ ，１４８ ４２ ，４０９ ９０ ，５７４

１９９１ ７０８ ，８２０ ２９９ ，３５６ ５４ ，０１８ ５３ ，３７１ ４２ ，７５６ ８１ ，０５５ １２２ ，８７３

１９９２ １， ０６１ ，７２１ ２６９ ，０９８ ６３ ，３７３ ６１ ，７４７ ８４ ，５５１ １６２ ，７２５ １９９ ，１６２

１９９３ １， ２９６ ，７７８ ６２３ ，１８４ ５９ ，２５７ ５７ ，０５７ １４２ ，７７４ ２２９ ，６９７ １７１ ，７６９

１９９４ １， ３５３ ，３６８ ６１３ ，１５２ ７２ ，１１１ ７０ ，３１７ １９３ ，００６ ２５０ ，３３３ １６９ ，１０６

『中国汽車市場展望』国家信息中心経済予測部，中国汽車貿易総公司 ，１９９６年，ｐ
．２６９－２６０
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第２表１９９４年乗用車生産主要企業状況

企　　業　　名 製　品 生産量（台） 総生産高（万元） 在籍従業員人数（人） 利潤総額（万元）

北京吉普汽車有限公司 チェロキー １４ ，７０３ ４８３ ，９３４ ６， ９８６ ３０ ，０９７

天津市微型汽車工場 シャレード ５８ ，５００ ９５３ ，０６４ ３， ８００ ５７ ，０３２

吉林江北機械工場 アルト ２， ４６４ ３０ ，８２５ ユＯ ，５９５ 一４ ，Ｏユ４

中国第一汽車集団公司 アウデイ ２０ ，２１７ ２， ０９５ ，３２８ ユ１２ ，１６ユ ７０ ，４６１

一汽一大衆汽車有限公司 ＪＥＴＴＡ ８， ２１９ ユ２７ ，１４５ ２， ０６７ 一ユ５ ，８９２

ハルビン　飛汽車製造有限公司 ＨＦＪ ８ ８２ ，０４２ ３， ８０６ 一４９１

上海大衆汽車有限公司 サンタナ １１５ ，３２６ ユ， ４９０ ，０９４ ７， ２５８ １２７ ，８ユ５

東風汽車公司 シトロエン ８， ０１０ １， ６５１ ，０７１ ユｌＯ ，７０３ １００ ，３２４

国営江南機器工場 アルト ２， ５０８ ３０ ，７４０ １１ ，３４ユ 一４ ，７９７

一汽順徳汽車工場 ゴルフ １， ６７４ ３２ ，１６３ ２１５ ８２７

広州標致汽車公司（有限） プジ ヨー
４， ４８５ ７２ ，８７５ ３， ０６７ ５０４

柳州微型汽車工場 ＬＺＷ ２４６ １２４ ，８８１ ５， ９７８ ５， ５０９

長安汽車有限責任公司 アルト １０ ，０２０ ２４９ ，９８６ １２ ，３００ １７ ，０２６

貴州航空工業総公司汽車工場 スバル
ユ， ５９０ ３， ３１５ ６８６ 一２ ，６４３

西安秦川（集団）発展総公司 アルト ２， ２７７ ４２ ，９５２ １１ ，０５ユ 一２ ，９８２

（資料）『汽車工業企画参考資料』機械工業部汽車工業司，中国汽車技術研究センター １９９６年
，ｐ．６ユより作成 。

　　但し，総生産高は乗用車以外のものも含まれている

第３表乗用車の国内生産量推移 （単位）台

車　種 ９ユ年 ９２年 ９３年 ９４年 ９５年

アウデイ ６， ４６ユ １５ ，ユ２７ １７ ，８０７ ２０ ，２ユ７ １７ ，８９９

ＪＥＴＴＡ ８， ０６２ １２ ，１１７ ８， ２１９ ２０ ，ＯＯユ

シトロェンＺＸ ８０１ ５， ０６２ ３， ７９７

プジ ヨー
９， ３８ユ １５ ，４１０ １６ ，７６５ ４， ４８５ ６， ９３６

シャレード １１ ，２６ユ ３０ ，１５０ ４７ ，８５０ ５８ ，５００ ６５ ，ＯＯＯ

チェロキー １２ ，７００ ２０ ，ＯＯユ １３ ，８０９ ユ４ ，７０３ ２５ ，１２７

長安アルト ２４５ ５， ５６５ １０ ，４６３ ユＯ ，０２０ ７， ７２５

スバル ９３ １， １６０ １， ５９０ ７， ユ０５

サンタナ ３５ ，ＯＯＯ ６５ ，ＯＯＯ １００ ，Ｏ０１ １１５ ，３２６ １６０ ，０７０

全国総生産量 ８１ ，０５５ ユ６２ ，７２５ ２２９ ，６９７ ２５０ ，３３３ ３２０ ，５７８

（資料）『汽車工業規格参考資料』機械工業部汽車工業司，中国汽車技術研究セン

　　ター １９９６年
，ｐ．６２より作成

である 。１９９６年の中国自動車生産の目標は約１５０万台であり ，アジアでは日本，韓国に次ぐ自動

車生産国になる。しかし今日まで中国における自動車生産は，乗用車生産よりもトラ ック ，バス

などの比重が大きく ，国内におけるモータリゼーシ ョンの到来までは遠い状況にある。中国政府

は， ２０００年までに乗用車生産は１００万台をこえ，２１世紀の初めまでには３００万台の生産を目指して

いる 。

　第１表は中国における乗用車生産の推移を示している。中国での自動車生産は，１９８０年代前半

まではトラ ック ，バスなどの生産を主としていた。乗用車生産が本格化したのは１９８０年代後半か

らである。さらに自動車生産が中国の主要産業として位置づけられてきたのも１９８０年代後半から

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７３）
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第４表　１９９４年度全国乗用車国産化率

企業名称 外　　資 製　　品 国産化率（％）

上海大衆汽車有限公司 ドイツ ・フォルクスワー ゲン サンタナＬ３３０，Ｌ３３１シリーズ ８５ ．８２

天津市微型汽車工場 日本 ・ダイハッ シャレードＴＪ７１００，ＴＪ７１００Ｕ ８３ ．８４

中国第一汽車集団公司 ドィッ ・フォルクスワー ゲン アウデイ１００ ６２ ．１６

広州標致汽車公司 フランス ・プジ ョー プジ ョー５０５ＳＷ８，５０５ＳＸ，５０５ＧＬ等 ７６

北京吉普汽車有限公司 米国 ・元ＡＭＣ チェロキーＢＪ２０２１シリーズ ８０ ．４４

一汽一大衆汽車有限公司 ドィッ ・フォルクスワー ゲン ＪＥＴＴＡ２ ２５ ．６

長安汽車有限責任公司 日本 ・鈴木 アルトＳＣ７０８０ ４６ ．７３

東風汽車公司 フランス ・シトロエン シトロエンＺＸ型 １５ ．２１

西安秦川（集団）発展総公司 日本 ・鈴木 アルトＱＣＪ７０８０

国営江南機器工場 日本 ・鈴木 アルトＪンＪ７０８０

吉林江北機械工場 日本 ・鈴木 アルトＪＪ７０８０

貴州航空工業総公司汽車工場 日本 ・富士重工 スバルＧＨＫ７０６０．７０７０ ４０ ．００

一汽順徳汽車工場 ドイッ ・フォルクスワー ゲン ゴルフＡＳ５１３，ＹＳＱ７１３０

（資料）　『汽車工業規格参考資料』機械工業部汽車工業司，中国汽車技術研究センター １９９６年
，ｐ．６３より作成

である。中国での自動車生産が軌道に乗ったのは，外国自動車企業の中国への進出と対応してい

る。 第２ ・第３表は，中国の主要自動車企業の生産台数，従業員数，利潤量，および資本形態を

示している。乗用車生産は，この表の１５社のみであるが，ハルピン企業および中国第一汽車の

「紅旗」は，いわゆる国産車であるが生産はほとんどゼロに近い。したがって中国の乗用車生産

は， 外国企業との合弁，ノッ クダウン生産あるいは技術提携によっ てのみ行われていることにな

る。 このうち生産量が多い企業は，天津ミニカー 上海大衆汽車，中国第一汽車であり ，これら

の企業は日本，ドイッとの技術提携，合弁によっ て生産が拡大しているのである 。

　第４表は，中国自動車企業の部品国産化率を示している。上海大衆汽車は，部品の国産化率は

８５ ．６２％，天津ミニカーは８３ ．８４％，中国第一汽車は６２．１６％といずれも高率になっ ている。しか

しこの部品の国産化率は，中国国内で生産されたものとはいえ，中国の既存の技術，生産設備で

生産されたのではない。これらの部品は，ドイッ，日本，アメリカなどの技術の導入あるいはラ

イセンス生産によるものである。すなわち中国の部品生産の国産化率が高いということは，それ

だけ外国企業あるいは外国技術に依存していることを示すものである。したがって中国の自動車

生産の増大は，外国企業との合弁，技術導入さらに部晶の外国依存を高めることになるのであ っ

て， 中国の自動車企業の独自の生産，すなわち独自の資本調達，独自の技術開発，独自の部品生

産， 独自のブランドといっ たいわば自立的産業育成は，行われにくい状況を生んできているので

ある 。

　現実に中国の１９９６年の乗用車生産および需要は，１９９５年の水準かもしくは低下する状況にある 。

中国における自動車生産企業は，大，中小合わせて１２３社にのぼっているが，そのなかで１０万台

以上を生産する大企業もあれば年産わずか１００台にも満たない小企業も存在する。企業数は多い

が生産台数が少ないのは，企業規模が小さいということを示している。トラ ソクでは東風汽車 ，

第一汽車製造，南只汽車製造に生産が集中しており ，ジープはアメリカとの合弁企業北京吉普が ，

そして乗用車生産に関しては上海大衆汽車および天津ミニカーに生産が集中している。このよう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７４）
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第５表一１　１９９３年自動車工業主要指標及び分類構成

５

主要製品による分類

経済指標分類 合　計 自動車 改装車 オートバイ エンジン パーツ

企業数（社） ２， ４６２ １２３ ５５２ ７５ ６１ １， ６５０

汽車工業総生産高（万元） １７ ，９２０ ，Ｏ１６ ９， ７７５ ，９１４ ２， ３６７ ，３５１ １， ７６１ ，８７７ １， ０５１ ，３６０ ２， ９６３ ，５１４

年度末従業員人数（人） １， ９３２ ，５７５ ６ユ７ ，５４６ ３３３ ，３６９ １４４ ，０２８ ユ２３ ，８３３ ７ユ３ ，７９９

利潤総額（万元） １， １７３ ，５３９ ６４５ ，４８９ ６８ ，０４６ １５０ ，４７０ ｕ５ ，０４１ １９４ ，４９３

第５表　２

専・ 兼業による分類 所有形態による分類

経済指標分類 合計 専　業 兼業 国有企業 団所有制企業 中外合資企業 その他

企業数（社） ２， ４６２ ユ， ５８７ ８７５ ユ， ５０ユ ８３９ ８６ ３６

汽車工業総生産高（万元） １７ ，９２０ ，０１６ １６ ，７ユ６ ，５９２ １， ２０３ ，４２４ １２ ，５７６ ，６１９ １， ４８８ ，５９３ ３， １３９ ，ユ３１ ７１５ ，６７３

年度末従業員数（人） １， ９３２ ，５７５ ユ， ５８ユ ．７５４ ３５０ ，８２１ １， ５３９ ，４８２ ２４４ ，３３３ ７７ ，７２３ ７１ ，０３７

利潤総額（万元） １， １７３ ，５３９ １， １５４ ，４０４ １９ ，１３５ ７５５ ，５８５ ７８ ，８０６ ２７２ ，０２７ ６７ ，１２１

（資料）『中国汽車工業年鑑』機械工業部汽車工業司，中国汽車技術研究センター ｐ． ５０－５１より作成

に中国の自動車生産は，企業数は多いが規模が小さく ，さらにジープ，乗用車などでは数社に生

産が集中しているという特徴をもっ ている。さらに生産が集中している企業は，外国企業との合

弁もしくは合作企業である。中国の自動車生産は，１９８０年代後半から増大し，とくに乗用車生産

は１９９０年代にはいっ て増大する。その要因は外国企業との合弁もしくは技術導入によるものであ

り， 中国独自での技術開発あるいは市場開拓努力によっ て拡大したのでは決してない。いわば中

国自動車産業は，典型的な外資 ・外国技術依存産業として展開してきているのである。この結呆

は， 中国自動車企業問の再編を促し，中国国有企業問の外資もしくは外国技術導入競争などを激

化させることになる。すなわち外国企業との合弁もしくは技術導入をおこなうことができない企

業は，自動車生産から撤退せざるをえなくなっ ている。こうした状況は，また外国自動車企業の

中国市場をめぐる生産 ・進出競争を激しくさせているのでもある 。

　アメリカ ，日本，ドイツなどの自動車企業は，世界市場でのシェア増大をめざして激しい競争

を展開している。アメリカのビ ッグ３は，１９８０年代になっ て一時期日本企業のシェア増大を許し

たが，ＮＡＦＴＡの設立がメキシコの安価な労働力を利用した部品生産に成功したこと ，ドル

安・ 円高傾向が日本企業の競争力を低下したこと ，巨大な資本力を背景にヨーロソパ，日本およ

び韓国などでの資本提携 ・技術提携および販売提携などの戦略を通して再び世界市場シェアの増

大する傾向にあることなどの特微を示している。世界の自動車産業は，アメリカビ ッグ３を中心

にして巨大な寡占体制が形成される過程に入 っている。こうした中で中国の自動車産業育成政策

は， アメリカ ，日本，ドイツの巨大自動車企業の市場獲得競争に巻き込まれていく過程と対応し

ていることになる。日本の自動車企業だけの行動をみれば，中国市場への進出は加速度的に進展

している 。１９９６年に入って日本自動車企業の中国進出は，トヨタ自動車の天津市でのエンジンエ

場の建設，三菱自動車の黒竜江省でのエンジンエ場建設などが発表されている。このほかに自動

車部品企業の中国進出は，大中小含めて増加傾向にある。アメリカ ，日本，ドイッの巨大自動車

企業の中国進出は，中国市場の大きさのみを前提として進出しているのではない。中国に進出し
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たドイツ，イタリアなとの企業は，中国国内での自動車生産における部晶調達率はいずれも８０％

を超えている。中国での自動車生産は，中国独自で開発した部品を調達する限りにおいては，国

際的競争力をもち，さらに外国への輸出も可能にするというものではない。外国企業の中国国内

進出は，明らかに中国国内市場のみを則提としたものであり ，必ずしも国際的競争力を有した自

動車生産を目的とする必要もない。むしろ既存の中国自動車企業の脱落を促進することを目的と

するとともに，将来的にも中国市場でのシェァを確保することを目的としている。先進国巨大企

業は中国市場でのシェア確保は，東南アジア，西アジアあるいは将来的にはアフリカ市場でのシ

ェア獲得に与える影響は大きいものとして位置づけている。すなわちアメリカ ，ドイツ，日本企

業は世界市場における支配体制あるいは国際的寡占体制の構築の課題を，中国市場を通じて実現

していく過程にあると捉えることもできよう 。中国政府の自動車産業育成政策は，こうした巨大

自動車企業による世界市場シェア争いを補完するものとして位置づけることも可能である。中国

政府は国内での自動車産業育成政策を掲げているが，国内企業による独自の技術改良 ・開発，独

自の資金調達を行おうとしているのではなく ，先進国自動車企業の技術 ・資金に依存した産業育

成をはかろうとしている。外資系企業の中国国内の自動車部品調達は局率になっ ているが，これ

らの部品製造企業は合弁 ・合作あるいは外国からの技術導入によっ て生産を行っているのである 。

このような政策は中国企業による独自の製品開発を困難にさせ外国技術依存をますます増大する

ことになる。自動車産業育成政策は，自動車産業にのみ特徴的に現れているのではなく ，中国製

造業の近代化政策全体すなわち国有企業の改革，競争力拡大，技術集約産業の導入など中国産業

の再編過程全体で生じている特徴でもある。こうした状況は，中国経済の資本主義化を促進する

起爆剤になっ ているとともに，多国籍企業による世界的な生産配置に中国も巻き込まれているこ

と， さらに世界的に巨額な過剰資本の存在している現在中国を貴重な投資先として位置づけられ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
ているということを示しているのである。いわば国際的巨大自動車企業の中国市場での「成功」

は， 巨大企業の世界市場での地位を高めることにつながり ，シェアを増大することでもある。そ

のために巨大自動車企業は，中国市場での熾烈な競争を行っていかなけれはならないことと ，同

時に中国市場での棲み分けも行っていかなければならないのである。すなわち巨大自動車企業の

中国での生産は，巨大企業間で中国国内の地域配置 ・市場分割を行っていくことである。この外

国自動車企業の活動を保証するために中国政府は，条件整備を行なわなければならなくなっ てい

る。 たとえはＷＴＯへの加盟であるとか，ＩＭＦの条件にそ った金融制度改革などである。中国

の開放政策は，一面では多国籍企業の中国進出を促す内容をもっ ている。他面では国有企業に代

表されるような不採算企業，競争力の低い企業を淘汰していく意味ももっ ている。中国における

国際的巨大自動車企業の展開は，中国の開放政策を一層促進していく契機になっ ているという特

徴をもっ ているであろう 。

　　１）　『中国自動車産業のすべて』社団法人中部産業連盟，１９９４年，３６ぺ一ジ 。

　　２）現代中国経済における多国籍企業の動向とその位置づけに関しては，岩田勝雄「現代世界経済の動

　　　向と中国経済の位置」『立命館経済学』第４４巻第６号，１９９６年２月 ，を参照されたい 。

（２７６）
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３． 中国自動車企業の現況

　中国自動車の最多生産種であるサンタナは，１９９３年の価格は約１８万元であ ったが，１９９６年には

１５万３千元と低下している。さらに乗用車をめくる中国国内での生産拡大競争は，乗用車の一時

的過剰状況も生んでいる。こうした中で中国乗用車企業問の競争は激化しており ，サンタナの価
　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
格も２％引き下げを余儀なくされている。中国での乗用車生産は，２００１年には１００万台の水準に

まで到達する目標を掲げていたが，現実には過剰生産状況も生じてきたのである 。その結果は乗

用車の価格低下傾向として現れたのである。中国国内での価格低下競争は，乗用車のみに生じて

いる現象ではない。カラーテレビにおいても価格競争は激化している。中国最大のカラーテレビ

企業四川長虹公司は，普及型カラーテレビ「長虹」の価格を８～１８％低下させた。この措置に続

いてライバル企業である深刎企業は，約２０％の価格低下を発表した。価格低下の可能な企業は ，

カラーテレビ生産を継続していくことはできる。しかし価格低下は」部の国有企業に見られるよ

うに生産の低下，企業業績を悪化させ，大量の従業員の雇用問題すなわち過剰人員対策を余儀な

くされるという事態を生じさせている。北京郊外のカラーテレビ企業牡丹公司は，「長虹」の価

格引き下けによっ て販売不振に陥り ，生産量は最盛期の５０％程度にまで低下し，工場の稼働率は

４０％程度で大量の過剰人員を抱えることになっ た。 こうした状況に対して牡丹公司は解決の手

段方法を見いだせないまま ，中央政府の政策待ちすなわち価格競争の不利益の是正を待つとい
　　　　　　　　　　　　４）
う消極的な経営にな っている。中国の国有企業の抱えている課題の一面を牡丹公司はあらわして

いるのである。なによりも中国国有企業は，競争が激化したりあるいは過剰生産の状態になっ た

ときに，たとえば資本主義企業が採用するように多角化生産，生産転換，あるいは合理化などの

措置が講じられないという弱点をもっ ている。国有企業の多くは，企業白らが生産調整，技術開

発， 多角化経営，生産転換などのノウハウなどをもっ ていないばかりでなく ，人材養成も行われ

ていないのが現状である。また国有企業それ自身が中国語でいう「大鍋飯」（親方五紅星旗）の状

況から抜け出すことができず，政府 ・中国共産党への依存体質が強いことである。すなわち経営

困難に直面しても企業自ら改革を行っていくというよりも ，常に中央政府あるいは上部機構の指

令待ちという姿勢が，改革を遅らせている一因になっ ている。とくにカラーテレビで生じている

価格競争問題は，中国国有企業問の競争関係だけのように生じているが，現実は中国国内に進出

しているあるいは進出を予定している日本企業，韓国企業の動向との関連で生じている問題であ

る。 カラーテレピの価格競争は，中国企業間の競争のようにみえるが，現実は日本企業問，韓国

企業問の形を変えた中国国内市場をめくるシェア争いなのである。なぜならは中国国有企業のカ

ラーテレビ生産は，日本企業あるいは韓国企業の技術，生産設備などに依存した生産体制とな っ

ているからである。したがってカラーテレヒに代表されるような価格競争 ・企業間競争の現象は ，

多国籍企業の中国市場をめぐるシェア争いの一側面として位置づけることもできよう 。

　カラーテレビをめぐる国内競争は，同時に乗用車部門においても波及する様相を呈してきてい

る。 その一例は上海大衆自動車公司の王力製品であるサンタナの価格低下現象であろう 。１９９６年

に入ってから中国国内の乗用車需要は，停滞している。今日の中国の所得水準からすれば乗用車
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を購入できる階層は，それほど大きくはない。まして中国国内では自動車の購入は，自動車のみ

の価格だけで済むのではない。自動車の購入には，ナンバープレートの購入などの諸費用も大き

いし，また自動軍の運転免許証の取得ですら，時間と多額の費用を必要とする。中国国内では自

家用自動車を普及する環境は未だ整備されていないのが現状である。その中で乗用車をめぐる価

格競争，設備投資競争，地域問競争，企業間競争は，欧米日自動車企業間の競争の中国国内市場

をめくる競争の反映である。すなわち欧米日自動車企業は，近い将来中国国内で乗用車需要が拡

大したときのシェァを確保すること ，およぴ生産体制を確保することを目的として競争を激化さ

せているのである。こうした欧米日自動車企業問の競争に対して中国政府は，競争を拡大するこ

とを奨励しているようにもみえる 。

　その要因は，第１に，中国国内での自動車生産は外資系企業の導入によっ て拡大することが可

能なこと 。第２に，中小規模の多い中国国内の自動車企業を整理統合し，大規模化する契機とな

ること 。第３に，自動車産業のような基幹産業においての改革は，国内のあらゆる部門に広がる

国有企業の改革を進めざるをえないことを認識させること 。第４に，外資系企業の競争 ・生産拡

大は政府の投資資金を節約すること 。第５に，基幹産業部門 ・耐久消費産業における価格競争 ・

価格低下は１９８０年代後半から加速化しているインフレーシ ョンを抑える可能性をもっ ていること 。

第６に，産業間 ・企業問の競争の激化は，１９７９年以来進めている改革 ・開放路線あるいは市場開

放化の象徴として位置づけることが可能なことであり ，国家 ・政府が経済過程に介入していない

ということを示すことでもある。このことは外資導入を促進する効果をもつことになる。第７に ，

産業問 ・企業問の競争は，単に企業 ・国有企業のみの問題だけではなく ，広く労働者全体にも波

及する問題であることを認識する契機となっ ていること 。すなわち企業間の競争を通じて，国有

企業の倒産 ・合理化などの現象が生じ，労働者の失業や配置転換などが生じる可能性が高いこと

を全杜会的に認識させる効果をもっ ていること 。第８に，価格競争は国内の流通過程で生じてい

る不明朗な取引 ・コネクシ ョン販売なとを解消する契機ともなること ，などであろう 。

　中国の乗用車生産で最も規模が大きくまた生産量を拡大している企業は，上海大衆汽車有限公

司である。上海大衆汽車は，１９８５年に乗用自動車ｒサンタナ」の生産を開始した。１９８５年の生産

量は１ ，７３３台にすぎなかったのが，１９８６年には８ ，９００台，１９８７年は１万台を生産し，１９９０年代には

いっ てから生産量は飛躍的に増大する 。１９９１年３万５千台，１９９２年６万６千台，１９９３年には１０万

台を超えるまでにいた っている。いまや上海大衆汽車は中国最大の乗用自動車企業になっ ている 。

上海大衆汽車の前身である第一汽車公司は，１９５６年ロシアの技術，生産設備の援助をえて中国最

初の乗用自動車企業として設立された。最初はトラ ックを中心としていたが，１９５８年に自社開発

第６表　上海大衆汽車有限公司企業状況

１９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ ユ９９０ １９９１ １９９２ １９９３ １９９４

販売高（百万元） ６２ ．３ ４２２ ．５ ７１４ ．３ １， １４２ ．４ １， ２２２ ．３ １， ８２２ ．９ ３， ５７５ ．５ ７， １０８ ．０ １０ ，５２８ ．９ １２ ，７１０ ．０

生産台数（台） １， ７３３ ８， ９００ １１ ，００１ １５ ，５４９ １５ ，６８８ １８ ，５３７ ３５ ，００５ ６５ ，ＯＯＯ １００ ，Ｏ０１ １１５ ，３２６

販売台数（台） １， ６９１ ８， ３７４ １０ ，５３８ １５ ，５３９ １５ ，５８１ １８ ，５２３ ３３ ，８５７ ６５ ，９４４ １００ ，Ｏ１６ １１５ ，３０３

従業員人数（人） １， ７５２ １， ９１５ ２， ０８２ ２， ３５３ ２， ６４８ ３， ０４７ ４， ３６８ ５， ９０７ ６， ４１０ ７， １４２

累計投資額（百万元） ４８ ．７ １２３ ．２ ２７９ ．３ ５４８ ．６ ８２５ ．４ ９４２ ．９ １， １０３ ．３ １， ６９５ ．９ ２， ５９６ ．１ ３， ６８９ ．Ｏ

（資料）上海大衆汽車有限公司資料１９９５年版より作成

（２７８）
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によっ て「紅旗」というブランドでの生産を開始した。これを契機として中国国内での乗用車生

産が各地で展開されることとなっ た。 その後上海大衆汽車はフォルクスハーケン社との合弁を打

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５
１

ち出し，サンタナの生産を行うようになっ たのである 。

　この上海大衆汽車における生産量の増大およひ売上高の増大は，中国における市場開放政策 ，

外資導入政策の「成功」のサンプルのようにみえる。上海大衆汽車はかつて旧ソ連からの技術導

入によっ て生産可能になっ た「上海牌」という名称の自動車を生産していた。この「上海牌」は

１９９１年に生産がストッ プするまでは，中国自動車産業の「国産車」として流通していたのであ っ

た。 この自動車は，性能，耐用年，価格，デザインなどすべてをとっ ても先進国自動車企業製品

と競争できるようなものではなく ，中国政府も国際競争力を有した自動車産業の育成が課題であ

った。しかし中国は，国内での技術開発，技術者養成，新規自動車工場の設立なとに難問を抱え

ていた。そこで中国政府は外国自動軍企業からの技術導入および資本導入を積極的に推進する政

策を採用した。上海大衆汽車の親会社上海汽車集団公司は，フォルクスバーゲン社との合弁以前

はアメリカ ，日本などから技術や資本導入を行っていた。こうした親会社による技術導入 ・資本

導入は，自動車用部品生産の拡大を可能にした。今日上海大衆汽車の部品国産率が８６％となっ て

いるのは，親会社による部品製造の拡大によっ ているのである。しかし上海大衆汽車は，部品の

国産化率が高まっ ているとはいえ，最も高度な技術を要する部品たとえば安全部品などは，依然

としてフォルクスバーゲン社に依存している。さらにサンタナの主要部品は，ドイッ，アメリカ ，

イタリア，日本，イギリスからの技術導入によっ て生産が維持されているのであり ，それらを生

産する企業の多くは，先進国企業との合弁 ・合作企業である。また上海大衆汽車の生産したサン

タナは中国国内での販売に限定されている。すなわちサンタナは，中国国内向けに生産されたも

のであ って，輸出可能な製品ではないということになる。このことはフォルクスバーゲン社の世

界的牛産配置政策と関連しているのである。フォルクスバーゲン杜はチ ェコでも生産しているが ，

この製品も東欧諸国向けであり ，ドイッ国内あるいはヨーロッパ，アメリカ向け輸出を想定して

いるわけではない。中国あるいはチ ェコで生産している自動車は，進出した国での競争力は高い

が， アメリカ ，ヨーロソパ市場では競争力の高いあるいは１生能的にも進んだ車種を生産している

のではないということになる。いいかればフォルクスバーゲン社の世界戦略は，国 ・地域によっ

ていわゆる「棲み分け」的な生産体制を採用しているということになる。このことはフォルクス

バー ゲン社のみに固有の生産配置ではなく ，多国籍企業の世界的戦略ともいえる特徴的な生産配

置でもある。多国籍企業の世界的生産酉己置は，最新の技術あるいは高度な技術を要する生産部門

は多国籍企業の本国もしくはアメリカなどの先進国での生産に特化していく 。いわば多国籍企業

の先進国での進出は，高度技術をもっ た競争力の高い部門 ・製品の生産に特化し，発展途上国あ

るいは低開発国には「標準化」した製品 ・部品の生産を行っていくという特徴をもっ ている 。し

たがってフォルクスバーゲン社の中国でのサンタナ生産は，中国国内での販売は可能であるが先

進国への輸出は困難であるということになる 。

　上海大衆汽車はドイツ企茉との合弁形態で乗用車生産を拡大してきたが，天津ミニカーは，日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６
本のダイハツからの技術供与によっ て生産を高めてきた。天津ミニカーは，天津汽車集団公司に

属する企業であるが，１９８４年にダイハッから技術を導入し，現在では年産１０万台近くにまで達し

た中国でも有数の自動車企業である。天津ミニカーは，１９８８年１月に発足した企業であり ，それ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７９）
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までは中国国内に多数存在している中規模自動車企業にすぎなかった。それが天津汽車集団公司

が１９８６年ダイハッから「シャレード」の技術を導入し，生産を始めるとともに生産拡大の契機と

なっ たのである。天津ミニカーは，１９８４年に第１期の技術開発を行 った。これはダイハツのミニ

バンに関するもので，投資額は１億１ ，３６０万元であ った。第２期は，１９８７年にはじまり ，シャレ

ードの開発によっ て年産１万台を目指すものであり ，投資額は１億１ ，１８０万元であ った。第３期
は， １９９２年からでシャレードの２ボ ックスカー生産を年産２万台を目標に掲げておこない，投資

額は４ ，４１９万元であ った。１９９５年からは第４期の計画がはじまり ，年生産量を１５万台にまで設定

している。天津汽車集団公司の総投資額は，２２億元であり ，天津ミニカーのみでも１４億元と巨額

になっ ている。この第４期の開発は，１９８４年から始まっ た計画のすべてを超えるものであり ，投

資額も第１期 ・２期の１０倍以上となっ ている 。

　天津ミニカーの従業員は，１９８４年の開発期には約２ ，ＯＯＯ名であ ったのが，１９９６年現在では３ ，８００

名と２倍弱にまで増大している。従業員は毎年増加してきたのであるが，とくに１９８９年，９０年に

累計生産量が５万台に達したのを契機に急増した。しかし従業員の増加は，直接的な生産過程に

携わっている要員の増加ではなく ，管理部門を中心にした増員となっ ている。中国の企業とくに

国有企業では大量の過剰人員を抱え経営悪化に陥 っている。したがっていわゆる優良企業におい

ては過剰人員問題をクリアーしてきたように客観的にはみえる。この天津ミニカーにおいても過

剰人員問題は，クリアーしているようにもみえるが，現実は大量の過剰人員を抱えている 。１９８４

年以来の従業員数の増大は，管理部門中心であるということは，企業の内部に不必要な管理部門

が多数設置されていることを意味している。天津ミニカーは，優良企業として経営黒字を続けて

いるが，しかし中国国有企業の一部には，こうした優良企業に管理者として多数の人々が入り込

むという「悪しき慣習」があり ，人件費の増大を余儀なくさせてきた。また中国国有企業は，必

要以上の管理者の雇用だけでなく ，学校，保育所，病院などの経営もしなければならなく ，さら

に退職者，失業者の年金 ・手当の支給も課せられている。中国国有企業の改革問題は，なにより

もこの雇用問題であり ，社会保障制度，年金制度，教育 ・病院なとを含む社会基盤整備問題なの

である。したがって天津ミニカーにおいては，国有企業一般が抱えている問題に直面しているの

であるが，従業員の過剰に関しては他の自動車企業よりも問題は少ない状況にあろう 。それでも

天津ミニカーは，大量の余剰人員を抱えているという 。天津ミニカーは管理者だけで全従業員の

３分の１を抱え，管理部門だけで５０部署あり ，その他に従業員のための食堂，医療施設，送迎ハ

スなどの輸送隊などの従業員を雇用し，従業員全体としては３ ，８００名に達している。送迎バスな

どは，公共輸送機関が発達していれば必要のない部門であり ，こうした負担は企業経営を圧迫す

る要因になっ ている。企業にとっ ての過剰負担人員は，天津ミニカーだけで従業員の３分の２に

達するという 。すな仁ち天津ミニカーの生産規模からすれば，直接的生産部門，管理部門，技術

部門で必要な人員は，１ ，２００名であり ，現在は人員過剰の状態である，ということになる 。

　また天津ミニカーの工場は，敷地面積５５，ＯＯＯ平方メートルで自動車工場としては比較的小さい

用地しかもっ ていない。そこで自動車組立工場は２階建てにな っているが，こうした工場建設も

建設費を増大させている。自動車のア ッセンブリーでは，従業員は２交代制を採用しているが
，

上海大衆汽車のア ソセンフリー工場，イタリアの技術導入によるイベコ生産の南只工場なとに比
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
べると余剰人員は少ないように感じられる。天津ミニカーは，ダイハッの工場設備あるいは機械

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８０）
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を導入しての生産で，日本的な生産方式を採用していることのあらわれであるかもしれない。天

津ミニカーの生産するシャレードと日本のダイハツで生産するシャレードとの相違は，安全部門 ，

内装などにおいて天津ミニカーが劣っているのである。いずれの部門も天津ミニカーでは現在技

術開発困難な領域であるとしている。日本製の自動車は，中国製の車との差別性を安全部門など

の領域で確保することによっ て競争力を維持している状況が示されている 。

　天津ミニカーは，今後の生産計画としてシャレートの生産量の拡大を目指すとともに，車種を

増やす計画をもっ ている。その際のパートナーとしてトヨタ自動車との提携を行うことになっ て

いる。ダイハツはトヨタ自動車の傘下にあり ，シャレードよりもエンジン容量の大きい車種はト

ヨタの技術に依存することになる。トヨタ自動車はすでに天津市で当面はエンジン生産をおこな

う計画をもっ ており ，天津汽車集団公司のいずれかの企業がトヨタ車を生産する計画である 。こ

のように天津汽車集団公司および天津ミニカーでの生産計画は，政府 ・国家の自動車産業育成に

基づいてのものであるが，現実には乗用車需要の低迷の中での計画である。その中で外国自動車

企業とりわけ巨大自動車企業との提携 ・合弁などは，中国自動車企業の独自性，製品開発，技術

開発などを困難にするであろうが，同時に企業改革を促進するという側面をもっ ていることにな

る。

　　３）『日本経済新聞』１９９６年１０月１０日
。

　　４）北京市の牡丹公司での聞き取り調査による 。

　　５）上海大衆自動車公司１９９５年版資料による 。

　　６）天津ミニカー資料による 。

　　７）上海大衆汽車，南京工場などの状況は，１９９５年１２月の工場聞き取り調査，および天津ミニカー公司

　　　の状況に関しては，１９９６年９月の工場聞き取り調査による 。

４． 中国自動車産業の今後の課題

　北京吉普有限公司は，中国自動車産業としては初めての中外合資企業である 。１９８４年に北京汽

車製造廠とアメリカンモータース杜との合弁で設立し，同年度に操業開始した。その後，アメリ

カンモーターズ社はクライスラーに吸収合併され，現在の出資者はクライスラーとな っている 。

合弁の目的はアメリカの技術と資本を導入後，国産化の道を辿るというものであ った。しかし ，

１０数年も経た今日の状況は，会社設立当初の目標，すなわち輸出や新車種の合同設計などを達成

できないまま ，早い段階でこうした目標を放棄するような方向転換を余儀なくされた。この北京

吉普の経験は，今までの中国自動車産業政策の問題点を反映していることから，中国自動車産業

界及び中国経済学界の関心を呼んだ。たとえば中国社会科学院経済研究所の張平は，北京吉普の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８〕
問題を多国籍企業の技術優位による産業支配と指摘した。また完全ノ ノクタウン（ＣＫＤ）の生

産方式から部品の国産化を目指す問題に関しては，北京吉普の王会長は「最も大きな問題は米国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｇ
側が中国側の国産化のための技術更改を厳禁していることである」と述べている。新車種の開発

についても「主導権が外資側に握られ，中国側の自主的開発は認めてもらえない」という上海大
　　　　　　　　　　　　　　　１０）
衆汽車有限公司総経理の指摘もある。これらの指摘は，多国籍企業としての外国大手自動車メー

カーが技術優位を用いて中国自動車産業の支配を行っていることと関連している。今日の多国籍

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２８１）
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企業が発展途上国，とりわけ工業化が一定段階に進んだ発展途上国へ進出するときの産業支配は ，

技術的優位を背景として知的所有権や工業所有権を確立することにある。中国の自動車産業は ，

建国後の早い段階で生産をスタートした。自動車産業は，トラ ソク ，軍用車需要の増大の中で ，

膨大な生産設備を有することになり ，中国の基幹産業として位置づけられていた。しかし基幹産

業といっ てもその発展は緩慢であり ，自国の需要をすべて充たすこともできず，その後は中国経

済の主要産業としての地位も後退していくだけであ った。そのような状況の下で，中国政府は既

存の自動車企業を再編し，大規模な自動車企業，さらに関連する部品産業などの確立を目指して

外国の資本と技術を導入する政策を採用した。中国政府は，中国の自動車産業が再ぴ国民経済の

基幹産業として成立しうるためには，自主的開発能力のある自立した自動車産業形成が重要であ

ることを認識していた。そこで中国政府は，自動車産業育成政策においては多国籍企業の中国進

出を促すこと ，外資に対しては資本と技術の面で一定の保護を講じる措置をとっ たのである。外

資導入における合弁形態に関しては，企業の所有権に関わる株式所有に制限条項を設けて，多国

籍企業の過半数株式所有を禁止した。技術においては，国産化条項を設け，場合によっ ては合同

開発も含めて，将来の対外技術依存からの脱却を意図した。しかし，多国籍企業の発展途上国に

対する産業支配は，国産化が進めは進むほと ，その国産化は名はかりであり ，外国技術依存を一

層高めることになる。したがって，多国籍企業による産業支配は深化し，発展途上国独自での技

術開発を困難にしているのである 。

　北京吉普の例は，中国側の株式所有は過半数を保っているにもかかわらず，部品の国産化に伴

う認許可問題から技術的な更改が拒否された。さらに部品の国産化のためには，多国籍企業また

はその傘下の外国企業から資本と技術を導入せざるをえなくなっ ている。外資との合弁企業は ，

知的所有権や工業所有権に規制され，部品の国産化を推進するための技術更新に追われている 。

また中国企業は，部品生産の技術的安定度が低いため，生産規模の拡大が難しく ，さらに「ペナ

ルティ ・コスト」が課せられているという状況もある。北京吉普は，自らの外貨バランスを保つ

ために必要とする部品または完成車の輸出も ，アメリカ側の販売ネ ットに依存し，車種や品質問

題もあ って，輸出目標を遥かに下回 っている。そのような国産化に伴う技術問題と輸出に伴う財

政問題を抱えている北京吉普は，国際自動車市場で競争力のある車種の開発はいうまでもなく ，

国内市場向けの開発にも着手する余裕さえないのが現状である。北京吉普の場合，新車種の合同

設計プロジェクトは，早い段階で断念せざるをえなかったのである。合弁後１０数年も経た今日も ，

北京吉普の主力製品は，合弁前のＢＪ２１３（現型番ＢＪ２０２０）であり ，合弁計画では，１９８８年に生産

停止すべき車種である。北京吉普の生産目標とする車種のＢＪ２０２１（チェロキー）は，品質と価格

の問題で販冗不振に陥り ，本来生産停止すべき旧車種の生産を続けるという事態に陥ったのであ

る。 北京吉普は，旧車種の生産でも行っていかなければ経営が成り立たなかったからである。技

術および部品の国産化率を高めることで中国のジープ生産技術を向上しようとした北京吉普の目

標は，アメリカ多国籍自動車企業の産業支配に遭遇し，挫折を余儀なくされたのであ った 。

　北京吉普の挫折から見られるような多国籍企業の発展途上国に対する産業支配は，多国籍企業

活動の一般的特徴でもある。多国籍企業の海外進出動機は，資源確保，市場拡大，低コストなど

の諸要因があるが，自動車企業の海外進出は，進出国市場の占有がより重要な要因となっ ている 。

日， 米， 欧の自動車貿易摩擦および相互進出は，国際自動車市場をめぐるシェア拡大または国内
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市場への相互浸透の競争の局面をあらわしている。それらの企業の海外進出が発展途上国にまで

拡大しているのは，自らの競争力を維持し増大する目的をもつのであり ，グローバルな生産シス

テムを補完するためである。それと同時に，発展途上国への進出は，発展途上国を含めた国際分

業体制の確立，将来的に新たな市場になる可能性を求めてのものである。したがって多国籍自動

車企業は，発展途上国と合弁した企業をクローハルな生産システムの一環として位置つけている

のである。多国籍企業は，仮に被進出国での合弁の際に所有権に一定の制限を課せられている場

合、 技術的優位でその支配力を行使するのである。多国籍自動車企業の発展途上国への進出は ，

完全な技術供与，最先端技術の提供はありえないということになる。多国籍企業が発展途上国へ

の進出において，メリットがなくなっ た時は，いつでも撤退できるような形態をとっ ている 。中

南米の自動車産業の歴史あるいは現段階での中国への日 ，米，欧自動車メーカーの進出，撤退騒

ぎは，それを証明している。中国の自動車産業は，国際水準と比較してその技術水準はまだかな

り低いために，多国籍企業の生産システム，技術に依存せざるをえなくなっ ているからである 。

上海大衆汽車あるいは天津ミニカーの乗用車生産は，多国籍自動車企業の戦略としては中国国内

市場のみでの販売を目的としている。その限りでは今日両社は生産台数は１０万台を越しているが ，

多国籍企業による中国乗用車市場開発の一例でもあり ，中国自動車産業育成の例示であるといえ

よう
。

　中国は改革開放政策を本格的に実施して以来，政府部門を始めとして，産業界や学界は「市場

を用いて外国資本と交換し，市場をもちいて外国の先進技術と交換する」を口にする 。しかし ，

そのような方式で外国の資本と技術を導入したあと ，必殊的に国内市場で生じる変化については ，

有効な方策を提起し，実施してもいない。家電部門の例を見れば分かるように，コンポやステレ

オ市場は完全に外資に明け渡され，改革開放当初中国市場に競争力を持っていた，そして一部輸

出さえできた中国企業や自国ブランドはいつのまにか消え去ってしまっ ている。純国産のブラン

トやメーカーは，外資と合弁しない限り ，国内市場での競争力を失う恐れもあ って，競って日本

や韓国の合弁可能なパートナーを探しているのである。その結果として中国企業は，外国企業の

グローバルな生産システムに巻き込まれてしまう 。外資との合弁企業の輸出は，それらの外国企

業の生産計画に依存せざるをえない状況もつくられる。したがって外国企業の中国での展開は ，

中国市場をめぐる外国企業問の競合の拠点にな っている状況ともいえる。自動車産業においても ，

多国籍企業の資本と技術の進出に伴う国内市場で起こりうる変化に対して，中国政府あるいは中

国自動車企業は対策を立てない限り ，自立した中国自動車産業の形成は困難である。外資およひ

外国企業に依存する限りにおいては，中国は単なる多国籍企業の「シ ョー・ ルーム」になっ てし

まう危険性がある。多国籍自動車企業による中国の自動車産業の形成，確立および再編は，他の

産業で見られるように中国の経済発展それ自体をゆがめるおそれが大きいのである。高度な科

学　技術は，現代の自動車産業を支えているだけでなく ，国際自動車市場の動向にも大きな変化

を生じさせている。その中で中国は，自動車産業における先端技術および習得能力の向上が求め

られている。しかし現状は，こうした産業の発達や企業の活動 ・競争と結びついた多国籍自動車

企業の科学 ・技術の中国への移転はきわめて困難になっ ている。発展途上国の経済自立にあた っ

ては，まさに高度な技術力の育成は，自立した技術開発が重要なのである 。

　中国自動車産業政策の目的は，自国の自動車産業を自立的に発展させることである。それは外
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国技術の導入によっ て， 自動車及びその部品産業を確立し，さらに全産業の技術水準を向上し ，

より高い付加価値の工業製品を生産できるようにすることである。しかし現在の中国国有企業の

抱えている状況からすれば生産を拡大するためには，外国から新たに資本と技術を導入しなけれ

はならないし，資本財 ・中問財の輸入も増大しなけれはならない。資本財 ・中問財輸入は，企業

の外貨バランス問題とも関わ って生産コストを上昇させる傾向がある。企業の外貨バランス達成

は， 部品または完成品の輸出と国内外貨市場で調達する方法がある。前者は技術水準による国際

競争力の問題があり ，後者は企業の経営状態による資金調達能力問題がある。企業の経営状態は ，

生産コストをどれぐらいに低下させることができるのかと関連している 。

　１９９６年の中国自動車市場は前年度に比べて，販売台数が減っており ，各企業とも低価格競争を

余儀なくされている。各企業の生産拡大によっ て， 価格競争は一層激化する可能性があることか

ら， 生産コストを低下させることは以前に比べその重要性が強まっ ている。生産コストを低下さ

せるためには生産規模の大きい自動車工場及ひ部品関連産業を確立させる必要があるが，それも

また生産技術およぴ資金問題なとと密接に関連している。すなわち企業の競争力を増大し，生産

を拡大するためには，外貨バランスの問題であり ，生産コストの問題であり ，生産技術の向上問

題であることになる。さらに企業の競争力を増大するためには，生産技術の向上と並んで部品の

国産化率の増大の課題がある。部品の国産化問題をうまく解決できれば，自動車製造企業の外貨

ハランス負担も軽減できるし，生産コストを低下させる要因にもなる。部品国産化を自主技術で

達成することになれは，将来的に中国の自動車産業は多国籍企業の産業支配から脱却できること

になるかもしれないのである。このことは韓国自動車産業がアメリカ，日本の生産技術 ・生産設

備を導入しながらやがて独自の製品開発，独自の市場開発を行っていこうとしていることに現れ

ている。中国では部品の国産化もまた外国から新たな資本と技術の導入を必要としている状況が

ある。しかし現段階で部品を国産化することができない要因は，資本の問題だけでなく ，むしろ

技術の問題でもある。中国の自動車部品企業においては，生産設備あるいは技術者などが存在し

ているのであるが，技術水準が低いために外資系自動車の部晶として生産も使用もできないので

ある。技術水準を引き上けるためには，企業内部での技術開発などが必要であるが，多くの企業

は最も安易な技術導入策を講じているのが現状である。このことは自動車部品生産は，中国国内

での製品開発あるいは既存の技術の応用といっ た自国生産体制の確立の方向からは乖離していく

道が採られているのである。技術の問題が解決できれば，中国自動車産業とその部品関連産業は ，

多国籍企業による産業支配から脱却することも可能になろう 。そうなれは中国は，国内家電産業

のような経験を味わうことなく ，国内市場でのシェアを確保し，他産業を含めた工業製品の競争

力を高めることも可能であろう 。

　中国自動車産業政策の重要な課題の一つは，導入した技術を消化し応用する問題である 。１９９４

年中国国家計画委員会が発表した中国自動車工業産業政策は，乗用車関連部門において一定の生

産規模と国内シェアを持つ企業またはグループは，技術開発資金投資が販売金額に対して一定の

パーセンテージに達したならは生産規模を倍増するまで税，株式上場，社債発行，銀行融資，外

資利用，政府融資などの面で優遇し重点的に支援する，という内容を提示した。外資利用政策で

は， 技術研究開発能力，モデルチェンジのための開発能力，国際的に１９９０年代の技術水準を持つ

製品の生産，輸出による外貨バランス問題の解決，部品の国産品優先などすべての条件を満たさ
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なければ，合資，合作企業の設立は許可しない。さらに外資導入に関しては，国産化政策の推進

のためにセミノ ソクタウン（ＳＫＤ），完全ノ ソクタウン（ＣＫＤ）を禁止し，製品の国産化率に

応じて輸入関税の優遇税率を適用する，といっ た条項が織り込まれた。すなわち中国の自動車産

業育成政策は，第１に，現存企業の技術消化 ・応用及び開発を奨励し，規模の経済性を持つよう

な生産拡大を支援すること 。第２に，新規参入の外国資本に国際的競争力の持つ製品の生産とそ

の先端生産 ・開発技術の移転を求め，中国製部品を製品に取り入れるよう要求すること 。第３に ，

ＳＫＤ，ＣＫＤのような限定的な技術移転を制限し，完成品生産に至る全面的な技術移転を促すこ

とである 。

　１０年前北京吉普が設立したときのチ ェロキーは，当時アメリカの年度ベスト車種で，国際的に

も最新の技術水準を持つものであ った。北京吉普はチ ェロキー生産により外貨のバランス問題も

クリアできると予想し，１０年後は部品と完成車の輸出で外貨獲得企業として確立できるようにな

ると青写真を描いたのであ った。北京吉普は，アメリカ側も特別プロジェクト ・チームを編成し ，

中国でモデルチ ェンジに関する合同設計や国産化に関する技術開発に協力し，アメリカ側が同等

条件と認めた国産化部品も優先的に採用したのである。しかし北京吉普は，結果として中国側が

抱いていた期待とは大きくかけ離れることになっ た。 北京吉普は，独自の技術開発，製品開発を

行うことができないばかりか，アメリカ側の世界戦略の枠に押し込まれ，新たな製品投入もなさ

れないという結果に終わ ったのである。いわば北京吉普は自立的な生産体制を構築し中国自動車

産業の発展に寄与するという当初のもくろみが，アメリカ多国籍企業の世界戦略の中では国際的

には単なる一工場にすきないということを立証したのである 。

　中国において自動車産業を拡大しようとすれば，結局は外国の技術導入あるいは技術更新に依

存するかのどちらかである。中国が採用した政策は，企業の自主開発を断念し，外資依存をより

強めることであ った。したがって中国自動車産業は，生産を拡大すればするほど，多国籍企業に

既存技術の供与を要求すればするほど，供与される技術の完全性が高ければば高いほど，提供さ

れるものが先端技術であればあるほど，多国籍企業の産業支配が深まり ，自国での技術開発は困

難になり ，結局は多国籍企業の下儲けあるいは部分生産という状況に置かれることになる。発展

途上国における自動車産業は，自動車を輸出するためには，国際競争力を有していなけれはなら

ないか，あるいは多国籍企業の下請的生産を行っていくかのどちらかであろう 。もし自国の自動

車産業を育成し，さらに国際競争力を持つためには，国内での部品調達や部品開発においても国

際的競争力を増大させることが必要である。しかし自動車産業のように巨大な生産設備，巨額の

投資資金　技術開発が必要な産業部門は，発展途上国自ら産業育成していくことは現状では不可

能である。そこで多くの発展途上国では，アメリカ ，日本，トイノなとの巨大自動車企業の生産

設備，技術などを導入する政策を追求していこうとするのである。この発展途上国での施策は ，

多国籍企業の海外生産 ・国際分業体制の構築と対応していなければならない。そうでなければ多

国籍企業は，発展途上国への進出を行わないからである。そこで発展途上国は，多国籍企業の進

出に有利な国内条件を整備していくことになる。中国における北京吉普の場合も ，中国政府の当

初の計画では，自立的な自動車産業育成を目指したとしても ，多国籍企業の戦略は，中国政府の

思惑とは異なっ ているということを明らかにした典型例である 。

　中国政府の描く自動車産業育成政策に昭らせは，自動車企業は既に導入された設計，製造，生
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産技術を消化 ・吸収する段階に入っている。それは単なる導入された技術を模倣し，複製するだ

けでなく ，技術を活用 ・改良し，多方面に応用できるようにしなければならないことでもある 。

そのような作業は自国の自立した自動車産業を確立させるために避けてはならない道であり ，早

ければ早いほど，自立した自動車産業の確立に寄与することになり ，全産業の技術水準の向上へ

の寄与も大きいのである 。

　しかし１９９４年中国政府の自動車産業育成政策が発表された後も ，中国企業は技術の消化 ・吸収

についての実質的な行動は見られていないのである。たとえば自動車電装部品のリレー スター

タやエンジン関係のピストンリングなどは，複数の中国企業が複数の外国企業から同じ種類の技

術提携を行 ったり ，生産ラインを導入している。また上海大衆汽車の部品工場は，同じ種類の部

品を生産するドイッ ・フォルクスワーゲン社から導入したラインをもっ ていながら，またフォー

ド社からも導入している，というように部品生産において一貫した生産理念というものが欠如し

ているのである。むしろ上海大衆汽車にみられる状況は，導入できる生産設備，技術があれは将

来的な生産計画を毎視して導入競争を繰り広げる。そしてできうれは多国籍企業一社の生産体制

から複数の多国籍企業との連携によっ て自社の生き残りをはかっていくという方向である。いわ

ば国民経済的視点からの外資結合 ・技術導入 ・設備導入というよりも ，まさに自社の利益拡大の

ための選択をはかっているというのが現実である。そのかきりにおいて中国企業は，資本王義的

な競争原理のもとでの企業活動をとっ ているということもできよう 。さらに中国企業は，多国籍

自動車企業およびその傘下の部品企業と技術提携を希望している品目を見ても，複数の中国企業

が同じ種類の技術導入を行おうとしている。多国籍自動車企業が発展途上国へ進出するとき ，現

地で加工 ・製造される部品のほとんどは標準化されたものであり ，部品仕様が多少の相違があ っ

ても ，その製造 ・加工原理が同じであるという傾向がある。もしすでに導入した生産技術と生産

ラインに対する技術的な消化 ・応用を実施したとしたならば，また模倣や複製，改良や応用で生

産できるならは，重複導入しなくて済むことであろう 。そのような重複導入は国の国際収支にマ

イナスの影響をもたらすのである。自動車産業の重複生産ラインの導入は，産業全体の外貨バラ

ンス負担をさらに悪化している上に，生産コストを増大してしまうのである。そのようなすでに

導入した技術に対する消化 ・応用を行わずに自動車およびそれと関連する部品産業の展開は，第

１に，導入方法によっ てはその一部が国民経済の重要な外貨を有効に利用することと反するので

ある。第２に，「ペナルティ ・コスト」に課せられている産業の規模の経済性への努力を無駄に

するものである。第３に，産業の独自の技術力の開発の刺激要因を低下させるのであり ，多国籍

自動車企業の中国の自動車産業に対する産業支配を加担するものである。そのような状況の下で ，

たとえ部品の国産化率を達成できたとしても ，企業の経営状態の改善には直接に結びつかない 。

単なる生産規模の拡大を求めることは，対外依存をさらに深化することを則提とするもので，自

立した中国自動車産業の確立という目的とはほと遠いものである。その意味で現在の中国自動車

産業育成は，外国技術の消化 ・吸収に課題があるということになる。いうまでもなくそのような

技術の消化 ・吸収は模倣や複製の延長での応用や改良も含まれているので，多国籍自動車企業の

工業所有権や知的所有権から制限を受けるのである。しかし，中国が現在急いでいるＷＴＯの

加盟は，工業所有権や知的所有権の保護を一層強化するものである。したがって中国は，ＷＴＯ

加盟の前に自立した中国自動車産業のべ一スとなる技術力の養成の基礎である外国技術の消化 ・
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吸収を行っていく必要があ ったのである。多国籍自動車産業の中国への進出は，中国の自立した

自動車産業の形成と確立を困難にすることとなっ た。 また多国籍自動車企業からの技術移転は ，

極めて困難であるという状況の下では自立した自動車産業の確立を目指すへき政策は，既存技術

の消化 ・応用の重要性を意識した政策を立てなければならないことも明確であろう 。しかし現実

の中国自動車産業育成政策は，はっきりしたピシ ョンがないはかりか，中国の多くの企業の特徴

でもある中央政府からの指令待ちでは自主的に企業自らが改革していくことも困難である。北京

吉普あるいは上海大衆汽車，天津ミニカーにおいてさえ自王技術開発　自立的企業運営なとに本

格的に着手してもいないし，多分そのような施策を講じることはないであろう 。

　　８）張　平「技術優位与跨国公司的産業支配一北京吉普案例的分析」経済研究（中国杜会科学院）１９９５

　　　年，第１ユ期，３３ぺ一ジ 。

　　９）同上

　　１０）同上

（追記）本稿の１～３は岩田が４は黄が担当したが，全体の統一は岩田が行 った 。

　　　　また本研究は，立命館大学人文科学研究所プロジェクト研究Ａ「２１世紀の経済システム」（研究代

　　　表者　岩田　勝雄）および１９９６年度文部省科学研究費助成（研究代表者　高木　彰）による研究成果

　　　の一部である 。

（２８７）
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